
                                                                                  工事書類作成マニュアル（2023 年 1月） 現変比較表                                             

新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 

 

 

工事書類作成マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023 年 01 月 

 

 

首都高速道路株式会社 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事書類作成マニュアル 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019 年 04 月 

 

 

首都高速道路株式会社 
 

 変更 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内容変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コリンズ登

録確認書の

提出を削除 

 

参照根拠の

修正 

 

2022.4 工事

関係様式集

の改訂内容

を反映 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

まえがき まえがき   

工事現場では品質の良い構造物を造ることはもとより、その構造物の品質を確保するため

に様々な工事書類が求められています。 

しかし建設業界からは、当社の工事書類関係書類は求められる書類の量が多く、他の工事

発注機関と比較して書類作成に多くの時間を要しているとの意見があります。これは当社

の工事関係書類は、様式は定められているものの、工事現場間や工事監督担当者間で求め

る工事書類の提出資料にバラツキがあることや、さらには工事監督担当者により差はある

ものの、当社の社内説明資料への協力を過度に受注者に求めていることが原因になってい

ます。そこで今回、工事関係書類の削減を目的に、国土交通省関東地方整備局の「土木工

事書類作成マニュアル(平成 30 年 7 月)」を参考にして、当社の「工事書類作成マニュア

ル」を作成し、工事書類の統一化・簡素化を図り、受発注者間で共有のうえ運用を行って

きました。 

国土交通省関東地方整備局では(令和 3 年 9 月)に「土木工事書類作成マニュアル」を改訂

し、名称も「土木工事電子書類作成マニュアル」にし、さらなる書類削減や業務効率化を

図っています。そこで首都高においても、国土交通省関東地方整備局の改訂内容を参考に

して本マニュアルの改訂を行いました。 

さらに、2022 年 4 月に工事関係様式集の一部改訂を行い、押印の廃止を推進しました。そ

れに伴い、今まで紙で提出していたものが情報共有システムでやり取りができるようにな

りました。そこで、本マニュアルで定めている情報共有システム対象書類の見直しを行い

ました。 

本マニュアルは、工事着工から完成までの一連の流れで構成し、工事現場の技術者や監督

職員等が使いやすいように作成されています。 

今後も更なる工事書類の簡素化に努めるとともに、関係機関と連携し書類様式の標準化に

取り組みます。 

本マニュアルが、工事現場の技術者や監督職員等に工事書類作成の参考書として活用され

ることで、工事の品質の向上や業務の効率化、工事書類の簡素化になれば幸いです。 
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新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

1.施工計画  1.施工計画    

1.1 施工計画書(様式 37,38),作業計画書(様式 41,41-1) 1.1.1 施工計画書(様式第 37) 

受注者は、施工計画書に次の事項について記載する。 

なお、技術提案を求める契約方式(技術提案価格交渉方式(複数者交渉機器製作タイプ/複数者交渉高

度技術タイプ)、技術提案評価方式)において施工計画を求めた場合には、求めた施工計画について、受

注者が技術資料提出時に提出した内容を、受注者・監督職員・発注担当課の 3者において確認する。 

 

1.1 施工計画書(様式 37,38),作業計画書(様式 41,41-1) 1.1.1 施工計画書(様式第 37) 

受注者は、施工計画書に次の事項について記載する。 

なお、技術提案を求める契約方式(技術提案価格交渉方式(複数者交渉 Aタイプ/複数者交渉 Bタイプ/

簡易提案・見積審査タイプ)、競争参加要請方式(簡易提案・見積審査タイプ))において施工計画を求め

た場合には、求めた施工計画について、受注者が技術資料提出時に提出した内容を、受注者・監督職員・

発注担当課の 3者において確認する。 

最新の契約方式

に記載を変更 

変更 

概算・概略数量発注の場合を含め、設計照査の後に工事内容が確定されてから当該工種に関わる施工

計画書を作成し提出すれば良い。 

準備工の着手にあたっては、工事着手前に 

(3)現場組織表 

(6)施工方法(準備工) 

(8)安全管理 

(9)緊急時の体制及び対応 

(13)再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法(必要に応じ提出) 

 について施工計画書を提出すれば良い。 

 

 

準備工における

施工計画書の提

出内容を追加 

追加 

また、施工計画の内容に変更が生じた場合には、その都度当該工事に着手する前に変更に関する事項

について、変更施工計画書を作成し提出するが、数量のわずかな増減等の軽微な変更で施工計画に大き

く影響しない場合については、新たに変更施工計画書の提出は要しない。 

(例 1：工期末の精算変更、施工方法の変更を伴わない工事中の数量の増工や工期のわずかな変更、条

ズレ、ページの変更) 

(例 2：現場代理人等の変更に伴う組織表の変更、監督職員の異動等による変更) 

 

また、施工計画の内容に変更が生じた場合には、その都度当該工事に着手する前に変更に関する事項

について、変更施工計画書を作成し提出するが、数量のわずかな増減等の軽微な変更で施工計画に大き

く影響しない場合については、新たに変更施工計画書の提出は要しない。 

(例 1：工期末の精算変更、施工方法の変更を伴わない工事中の数量の増工や工期のわずかな変更) 

(例 2：現場代理人等の変更に伴う組織表の変更、監督職員の異動等による変更) 

 

変更施工計画書

の提出を要しな

い項目(事例)を

追加 

追加 

(13)再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 

再生資源利用の促進に関する法律に基づき、次のような項目について記述する。電子の場合はフロー図

も併せて添付することが望ましい。 

1)再生資源利用計画書 

2)再生資源利用促進計画書 

3)指定副産物※搬出計画(マニュフェスト等) 

※指定副産物：建設発生土、Co 塊、As塊、建設発生木材を指す 

4)建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 第 10条に基づき都道府県知事等に届け出る内容 

(13)再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法 

再生資源利用の促進に関する法律に基づき、次のような項目について記述する。 

1)再生資源利用計画書 

2)再生資源利用促進計画書 

3)指定副産物※搬出計画(マニュフェスト等) 

※指定副産物：建設発生土、Co 塊、As塊、建設発生木材を指す 

電子の場合につ

いて追記し発注

者が届け出る内

容についても追

記、 

追加 

1.1.2 変更施工計画書(様式第 38) 

変更施工計画書は「1.1 施工計画書」で作成した施工計画書とは別に作成し、記載項目・内容は「1.1 施

工計画書」に準じる。 

変更施工計画書は当社所定の様式を鑑として提出すること。ただし、一度提出した後、再度の変更が生

じた場合には鑑を再度提出する必要はない。また、内容も再度全て提出する必要はなく、提出済みの変

更施工計画書の差し替えを行うことで良い。ただし、提出の履歴を表により管理すること。電子で提出

する場合は、提出履歴と差し替え後の電子データ一式を情報共有システム(ASP)で提出すること。 

1.1.2 変更施工計画書(様式第 38) 

変更施工計画書は「1.1 施工計画書」で作成した施工計画書とは別に作成し、記載項目・内容は「1.1 施

工計画書」に準じる。 

変更施工計画書は当社所定の様式を鑑として提出すること。ただし、一度提出した後、再度の変更が生

じた場合には鑑を再度提出する必要はない。また、内容も再度全て提出する必要はなく、提出済みの変

更施工計画書の差し替えを行うことで良い。ただし、提出の履歴を表により管理すること。 

電子で提出する

場合を追記 

追加 

1.1.3 作業計画書(製作要領書等)(様式第 41,41-1) 1.1.3 作業計画書 (様式第 41,41-1)  追加 

1.2 施工体制 

建設業法第 24 条の 8 により施工体制台帳及び施工体系図の作成が受注者に義務づけられ、建設業法

施行規則の改正により平成 7年 6月 29 日より実施されている。 

なお、建設業法施行規則の改正(令和 2 年 10 月 1 日施行)により「作業員名簿」を施工体制台帳の一部

として作成することが追加されている。「作業員名簿」の変更は他様式の変更に併せて提出すればよい。 

また、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第 15 条により、受注者が作成した施工

体制台帳の写しを発注者に提出しなければならないとされている。 

 

1.2 施工体制 

建設業法第 24 条の 7 により施工体制台帳及び施工体系図の作成が受注者に義務づけられ、建設業法

施行規則の改正により平成 7年 6月 29 日より実施されている。 

また、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第 15 条により、受注者が作成した施工

体制台帳の写しを発注者に提出しなければならないとされている。 

 

作業員名簿の取

扱いを追加 

追加 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

1.2.1 施工体制台帳・施工体系図(様式第 21,22,22-1,24) 

(2)記載すべき内容 

1)建設業法第 24 条の 8第 1項及び建設業法施行規則第 14条の 2に掲げる事項 

2)安全衛生責任者名、安全衛生推進者名、雇用管理責任者 

3)一次下請負人となる警備会社の商号又は名称、現場責任者名、工期。ただし、二次下請人となる警備

会社であっても記載を指導する。(交通誘導(警備業務)については、建設工事との関連性をもって元請

負人の指揮、調整のもと行われるものであるため「記載を指導する」としています。) 

4)健康保険等の加入状況。(H24.7 に建設業法施行規則の一部改正。H24.11 より実施) 

5)外国人技能実習生及び外国人建設就労者の従事状況 

1.2.1 施工体制台帳・施工体系図(様式第 21,22,23,24,25) 

(2)記載すべき内容 

1)建設業法第 24 条の 7第 1項及び建設業法施行規則第 14条の 2に掲げる事項 

2)安全衛生責任者名、安全衛生推進者名、雇用管理責任者 

3)一次下請負人となる警備会社の商号又は名称、現場責任者名、工期。ただし、二次下請人となる警備

会社であっても記載を指導する。(交通誘導(警備業務)については、建設工事との関連性をもって元請

負人の指揮、調整のもと行われるものであるため「記載を指導する」としています。) 

4)健康保険等の加入状況。(H24.7 に建設業法施行規則の一部改正。H24.11 より実施) 

5)外国人技能実習生及び外国人建設就労者の従事状況 

 修正 

1.5 建設業退職金共済制度の掛金収納書(様式第 92,92-1,92-2) 

受注者は、建設業退職金共済制度の掛金収納書を工事契約締結後 1 ヶ月以内(電子申請方式による場

合にあっては、工事請負契約締結後原則 40日以内)に発注者に提出する。また、共済証紙を追加購入し

たときは、工事完成時までに建設業退職金共済制度の掛金収納書を発注者に提出する。 

なお、期限内に掛金収納書を提出できない場合には、打合せ簿により、発注者へ申し出るものとする。 

また、発注者は、共済証紙の購入状況を把握する必要があると認めるときは、共済証紙の受払簿その

他関係資料(共済手帳のコピー等)の提出を求めることがある。 

1.5 建設業退職金共済制度の掛金収納書(様式第 92) 

受注者は、建設業退職金共済制度の掛金収納書を工事契約締結後 1ヶ月以内に発注者に提出する。ま

た、共済証紙を追加購入したときは、工事完成時までに建設業退職金共済制度の掛金収納書を発注者に

提出する。 

なお、期限内に掛金収納書を提出できない場合には、打合せ簿により、発注者へ申し出るものとする。 

また、発注者は、共済証紙の購入状況を把握する必要があると認めるときは、共済証紙の受払簿その

他関係資料(共済手帳のコピー等)の提出を求めることがある。 

電子申請方式の

記載を追加 

追加 

1.9 請負代金内訳書(様式第 11-1,12-1) 1.9 請負代金内訳書(様式第 11-1)  追加 

1.11 コリンズ(CORINS)への登録 

受注者は、受注時、変更時、完成時、訂正時に工事実績情報として「登録のための確認のお願い」を

作成し、監督職員へ提出し内容の確認を受けたうえで、登録機関(JACIC)に登録申請する。また、登録完

了後に登録機関発行の「登録内容確認書」を監督職員に提示しなければならない。 

なお、「登録のための確認のお願い」の確認にあたっては、打合せ簿(提出)の作成は必要ない。 

監督職員は、受注者から送信される「登録のための確認のお願い」メールの内容確認を行った上で、

送信されたメールに直接「本件の登録を認める」旨を記載し、受注者へメールを返信する。 

(1)登録対象工事 

受注・変更・完成・訂正時において工事請負代金額が 500 万円以上(税込)のもの 

(2)登録時期 

受注時：契約後、土・日曜日、祝日等を除き 10日以内 

変更時：変更があった日から土・日曜日、祝日等を除き 10日以内 

完成時：工事完成後(竣工後)、土・日曜日、祝日等を除き 10日以内 

※しゅん功検査後でも登録可 

訂正時：適宜 

また、変更時と完成時の間が土・日曜日、祝日等を除き 10 日間に満たない場合は、変更時の提示を省略

できる。 

1.11 コリンズ(CORINS)への登録 

受注者は、受注時、変更時、完成時、訂正時に工事実績情報として「登録のための確認のお願い」を

作成し、監督職員へ提出し内容の確認を受けたうえで、登録機関(JACIC)に登録申請する。また、登録完

了後に登録機関発行の「登録内容確認書」を監督職員に提示しなければならない。 

なお、「登録のための確認のお願い」の確認にあたっては、打合せ簿(提出)の作成は必要ない。 

(1)登録対象工事 

受注・変更・完成・訂正時において工事請負代金額が 500 万円以上のもの 

 

(2)登録時期 

受注時：契約後、土・日曜日、祝日等を除き 10日以内 

変更時：変更があった日から土・日曜日、祝日等を除き 10日以内 

完成時：工事完成後(竣工後)、土・日曜日、祝日等を除き 10日以内 

訂正時：適宜 

また、変更時と完成時の間が土・日曜日、祝日等を除き 10 日間に満たない場合は、変更時の提示を省略

できる。 

登録の確認にあ

たり書類の作成

は不要を反映 

 

しゅん功検査後

でも登録が可能

を追記 

追加 

2.施工管理 2.施工管理   

2.1 工事打合せ簿(様式第 48,48-1) 

(4)工事書類の様式 

打合せ簿については、当社「工事関係様式集」の様式を使用する。なお、紙でやりとりする場合は、様

式第 48 を使用し、情報共有システム(ASP)で提出する場合は、様式第 48-1 を使用すること。 

2.1 工事打合せ簿(様式第 48) 

(4)工事書類の様式 

打合せ簿については、当社「工事関係様式集」の様式を使用する。なお、紙でやりとりする場合と、情

報共有システム(ASP)を使用する場合で様式が異なるので注意すること。 

情報共有システ

ムを使用する場

合を追記 

追加 

2.2 再生資源 

工事等共通仕様書 1.1.39 建設副産物より 

2.2 再生資源 

工事等共通仕様書 1.1.38 建設副産物より 

 修正 

2.2.2 産業廃棄物管理票(マニフェスト) 

受注者は、建設副産物が搬出される工事にあたっては、建設発生土は搬出伝票、産業廃棄物は産業廃

棄物管理票(紙マニフェスト)または電子マニフェストにより、適正に処理されていることを確認すると

ともに、監督職員が請求したときは、遅滞なく提示しなければならない。(工事等共通仕様書 1.1.39 建

設副産物) 

 

2.2.2 産業廃棄物管理票(マニフェスト) 

受注者は、建設副産物が搬出される工事にあたっては、建設発生土は搬出伝票、産業廃棄物は産業廃

棄物管理票(紙マニフェスト)または電子マニフェストにより、適正に処理されていることを確認すると

ともに、監督職員が請求したときは、遅滞なく提示しなければならない。(工事等共通仕様書 1.1.38 建

設副産物) 

 修正 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

2.5 材料検査に関する書類(様式第 65,66,62,63,93,101,102,103,123,124) 2.5 材料検査に関する書類(様式第 65,66,62,63,101,102,103,123,124)  追加 

2.6 立会検査(様式第 45、様式第 82) 

なお、契約書第 14条第 1項、2項及び 4項では以下のとおり規定している。 

①受注者は、設計図書において「監督職員の立会の上調合すべきこと」、又は「調合について見本検査を

受けるべきこと」が指定された工事材料については、監督職員の立会を受けて調合又は見本検査に合格

したものを使用しなければならない。 

②受注者は、設計図書において監督職員の立会の上施工するものと指定された工事については、立会を

受けて施工しなければならない。 

③監督職員は、受注者から①、②の立会又は見本検査を請求された場合には 10 日以内に応じなければ

ならない。 

2.6 立会検査(様式第 45、様式第 82) 

なお、契約書第 14条第 1項、2項では以下のとおり規定している。 

①受注者は、設計図書において「監督職員の立会の上調合すべきこと」、又は「調合について見本検査を

受けるべきこと」が指定された工事材料については、監督職員の立会を受けて調合又は見本検査に合格

したものを使用しなければならない。 

②受注者は、設計図書において監督職員の立会の上施工するものと指定された工事については、立会を

受けて施工しなければならない。 

③監督職員は、受注者から①、②の立会又は見本検査を請求された場合には、応じなければならない。 

記載内容に不足

があったため追

記 

追加 

2.10 特殊車両通行許可 

受注者は、「工事等共通仕様書 1.1.40 過積載等の防止」第 2項における通行許可の確認は、以下につ

いて実施するものとする。 

2.10 特殊車両通行許可 

受注者は、「工事等共通仕様書 1.1.39 過積載等の防止」第 2項における通行許可の確認は、以下につ

いて実施するものとする。 

 修正 

4.工程管理 4.工程管理   

4.1 工程管理(様式第 40,40-1,67) 

3) 工事進捗状況表(様式第 67) 

①工事進捗状況表は前月分の作業実績及びその月に実施する予定の工事内容等を受発注者間で共有す

ることを目的に作成するものであり、毎月 5 日まで監督職員に提出する。これ以上の詳細な資料を求め

る場合には、監督職員は必要性を十分に検討の上、受注者と協議の上その作成を依頼するものとし、画

一的に要求するようなことを行ってはならない。 

4.1 工程管理(様式第 40,40-1,67,84,85,86,87) 

3) 工事進捗状況表(様式第 67,84,85,86,87) 

①工事進捗状況表は前月分の作業実績及びその月に実施する予定の工事内容等を受発注者間で共有す

ることを目的に作成するものであり、毎月 5日まで監督職員に提出する。 

②当社では、工事進捗状況表に加え、「工事工程表」、「3ヶ月工程表」や「進捗状況図」の提出を求めて

いるが、これらは、工事進捗状況表を補うことが目的である。また、これ以上の詳細な資料を求める場

合には、監督職員は必要性を十分に検討の上、受注者と協議の上その作成を依頼するものとし、画一的

に要求するようなことを行ってはならない。 

2022.4 工事関係

様式集の改訂に

伴い様式を削除 

削除 

5.品質・出来形管理 5.品質・出来形管理   

5.1 品質管理に関する書類(様式第 104～110,113～117,120,125～127) 5.1 品質管理に関する書類(様式第 104～120,126,127)  修正 

5.2 出来形管理 

(3)出来形管理表 

受注者は出来形管理基準に規定する規格値に基づいて出来形管理をしなければならない。出来形数値

(実測値)は出来形管理図表に設計値、実測値、規格値を対比して記録しなければならない。なお、受注

者で独自に管理規格値を定めている場合は、管理図表等に追記できるものとする。 

出来形の合否判定は各測定項目(基準高、幅、厚さ、平坦性等)に各工種の規格値を合格するものでなけ

ればならない。 

5.2 出来形管理 

(3)出来形管理表 

受注者は出来形管理基準に規定する規格値に基づいて出来形管理をしなければならない。出来形数値

(実測値)は出来形管理図表に設計値、実測値、規格値を対比して記録しなければならない。なお、受注

者で独自に管理規格値を定めている場合は、管理図表等に追記できるものとする。 

出来形の合否判定は各測定項目(基準高、幅、厚さ、平坦性等)に各工種の規格値を合格するものでなけ

ればならない。 

重要部分を強調 下線追加 

7.しゅん功検査・一部しゅん功検査・中間検査 7.しゅん功検査・一部しゅん功検査・中間検査   

7.1 しゅん功検査・一部しゅん功検査 

しゅん功検査は、工事の完了を確認するために行う。一部しゅん功検査は、工事の完成前にその一部

の引渡しを行う場合、その部分の完成を確認するために行う。 

受注者が提出したしゅん功通知書(又は、一部しゅん功通知書)を以て実施され、通知書の提出を受けた

日から起算して 14日以内に行う。 

(請負工事の検査及び評定に関する準則第 3条の一、二、第 7条第 1項、第 8条、第９条) 

しゅん功検査に合格し引渡書を受理すれば工事目的物が発注者に引き渡され、受注者は請負代金額の請

求を行うことができる。(工事請負契約書第 33 条第 1項、第 2項 請負代金の支払) 

7.1 しゅん功検査・一部しゅん功検査 

しゅん功検査は、工事の完了を確認するための検査であり、受注者からのしゅん功通知を受けた日を

含めて 14 日以内に行う。しゅん功検査に合格し引渡書を受理すれば、工事目的物が発注者へ引き渡さ

れ受注者は請負代金の請求を行うことができる。 

 

工事検査マニュ

アルの記載と統

一 

修正 

7.1.1 しゅん功通知書(様式第 79) 

受注者は、工事を完成したときは、「しゅん功通知書」を、監督職員を通じて発注者に通知しなければ

ならない。（工事請負契約第 32条第 1項 検査及び引渡し） 

7.1.1 しゅん功通知書(様式第 79) 

受注者は、工事を完成したときは、「しゅん功通知書」を、監督職員を通じて発注者に通知しなければ

ならない。（工事請負契約第 31条第 1項 検査及び引渡し） 

 修正 

7.1.2 引渡書(様式第 80) 

発注者は、検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事目的物の引渡しを申し出たときには、

直ちに当該工事目的物の引渡しを受けなければならない。（工事請負契約第 32 条第 4項 検査及び引渡

し） 

7.1.2 引渡書(様式第 80) 

発注者は、検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事目的物の引渡しを申し出たときには、

直ちに当該工事目的物の引渡しを受けなければならない。（工事請負契約第 31 条第 4項 検査及び引渡

し） 

 修正 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

7.1.3 工事検査概要調書 

（一部）しゅん功検査・中間検査を受検する場合、検査日の７日前までに検査責任者（工事検査室）に

提出する。 

工事検査概要調書に記載する項目は下記の通りである。 

①全体の概要 

・契約事項（変更契約（契約日時）も記載） 

・職務担当者一覧（変更した場合、前任者の名と従事期間明記） 

・工事概要 

・工事検査履歴(中間検査、一部しゅん功検査を含む) 

・検査対象（検査対象工事内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1-1 工事概要の記載例 

 

②概要説明書：全体説明図、構造図等 

検査対象内容を説明する概要説明を補足する資料。 

検査範囲を示す図面（工事範囲（緑枠で囲む）、受検範囲（赤枠で囲む）、中間検査等実施済み範囲（黄

枠で囲む）等行い、検査範囲を明確にする）。 

③数量総括表 

数量総括表には、工種、全体工事数量、検査対象工事数量等を記載する。 

④検査書類一覧表 

ァイル毎に番号を付け、書類一覧表と整合を図る。 

 

7.1.3 工事検査概要調書 

（一部）しゅん功検査・中間検査を受検する場合、検査日の７日前までに監督職員を通じ、検査責任者

（工事検査室）に工事検査概要調書を提出する。 

工事検査概要調書に記載する項目は下記の通りである。 

①全体の概要 

・契約事項（変更契約（契約日時）も記載） 

・職務担当者一覧（変更した場合、前任者の名と従事期間明記） 

・工事概要 

・変更工事概要 

・既検査概要（中間検査、一部しゅん功検査を実施した場合） 

・検査対象（検査対象工事内容） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1-1 工事概要の記載例 

 

②概要説明書：全体説明図、構造図等 

検査対象内容を説明する概要説明を補足する資料。 

検査範囲を示す図面は工事範囲（緑枠で囲む）、受検範囲（赤枠で囲む）、中間検査等実施済み範囲（黄

枠で囲む）等の整理を行い、検査範囲を明確にする。 

③数量総括表 

数量総括表には、工種、全体工事数量、検査対象工事数量等を記載する。 

④検査書類一覧表 

ファイル毎に番号を付け、書類一覧表と整合を図る。 

⑤ダイジェスト写真 

検査する対象物の写真、工程等が判り易いステップ写真等をできるだけ簡略にまとめる。なお、昨今は

写真管理ソフトの機能が充実していることから、写真管理ソフトを用いて電子データによる工事状況説

明でもよい。 

 

 

工事検査マニュ

アルの記載と統
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修正 

 

１．検査の種類 しゅん功（第○回中間）検査 

 

２．検査日 平成○○年○○月○○日 
 

３．契約番号 当初契約 工事－○○－○○○○号   （契約日 平成○○年○○月○○日） 
 第●回契約変更 工事―○○－○○○○～１号 （契約日 平成○○年○○月××日） 
 第▲回契約変更 工事―○○－○○○○～２号 （契約日 平成○○年○○月○○日） 

４．工事名 ○○○○○○○○工事 
 

５．工事場所 東京都○○区○○△△丁目地先 

 
６．工期 当初契約 平成○○年○○月○日～平成○○年○○月○日 
 第●回契約変更 平成○○年○○月○日～平成○×年××月×日 

 
７．請負代金額 当初金額  ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇-（内消費税￥○，○○○，○○○） 
 第▲回契約変更 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇-（内消費税￥○，○○○，○○○） 

 増（減）額 ￥〇〇〇，〇〇〇，〇〇〇-（内消費税￥○，○○○，○○○） 

 
８．受注者 ○○○○○○ 株式会社 （請負契約書に記載した名称とする） 

 
９．職務担当者 現場代理人   ○○ ○○ 
 監理技術者   ○○ ○○ 

 総括安全衛生監理者 ○○ ○○(平成○×年〇×月×日から平成○×年××月×日まで) 
  ○○ ○○(平成○×年××月〇日より) 

 統括安全衛生責任者   ○○ ○○ 

 元方安全衛生管理者   ○○ ○○ 
 元方安全衛生管理代理者 ○○ ○○ 
 照査担当主任技術者   ○○ ○○ 

 照査担当技術者     ○○ ○○ 
 社内検査責任者     ○○ ○○ 
 

１０．工事概要 ○○○○○○○○○   （金抜き設計書の表書きと同じにする） 

 
１１．変更工事概要 主な内容を記載する。必要な場合、別途説明書を添付する。 

 
１２．既検査概要 中間検査等既検査実施済数毎に整理して記載する。 
 

１３．検査対象 大まかな概要を説明する。詳細は数量表による。 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

7.2 中間検査 

中間検査は、工事施工中に施工上の重要な変化点において行う。 

回数は総括監督員と検査責任者が協議して定めるものとするが、やむを得ない場合を除き 2 回以上と

し、総括監督員からの中間検査依頼書により行う。 

(請負工事の検査及び評定に関する準則第 3条の三、第 7条第 2,3 項、第 8条、第 9条) 

7.2 中間検査 

中間検査は、設計図書において対象と定められた工事について、工事の実施状況、出来形、品質及び

出来映えについて技術的な評価を行い、施工について改善を要する事項及び現地における指示事項を把

握するものであり、しゅん功・一部しゅん功部分の検査時期、及び当該工事の主要工種を考慮し、施工

上の重要な変化点において行うことを原則とする。 

工事検査マニュ

アルの記載と統

一 

修正 

8.その他書類 8.その他書類   

8.1 部分使用承諾書(様式第 51,52) 

発注者は、工事目的物の引渡し前においても、工事目的物の全部又は一部を受注者と協議のうえ使用

することができる。その場合、受注者は、監督職員による品質及び出来形等の検査(確認を含む)を受け

るものとする。なお、中間検査による検査(確認)でも良い。(工事請負契約第 34条部分使用)(工事等共

通仕様書 1.1.30 部分使用) 

なお、部分使用承諾請求書は発注者が作成し、その提出を受けて、部分使用承諾書発注者へ提出する。 

8.1 部分使用承諾書(様式第 51,52) 

発注者は、工事目的物の引渡し前においても、工事目的物の全部又は一部を受注者と協議のうえ使用

することができる。その場合、受注者は、監督職員による品質及び出来形等の検査(確認を含む)を受け

るものとする。なお、中間検査による検査(確認)でも良い。(工事請負契約第 33条部分使用)(工事等共

通仕様書 1.1.30 部分使用) 

なお、部分使用承諾請求書は発注者が作成し、その提出を受けて、部分使用承諾書発注者へ提出する。 

 修正 

8.4 工期延長請求書(様式第 54) 

受注者は、天候の不良、関連工事の調整への協力その他受注者の責めに帰すことができない事由によ

り工期内に工事を完成することができないときは、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延

長変更を請求することができる。(契約書第 22 条) 

8.4 工期延長請求書(様式第 54) 

受注者は、天候の不良、関連工事の調整への協力その他受注者の責めに帰すことができない事由によ

り工期内に工事を完成することができないときは、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延

長変更を請求することができる。(契約書第 21 条) 

 修正 

8.5 工期短縮請求書(様式第 55) 

発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更を受注者に請求する

ことができる。(契約書第 23条) 

8.5 工期短縮請求書(様式第 55 

発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更を受注者に請求する

ことができる。(契約書第 22条) 

 修正 

8.6 修補完了届((請)様式第 12) 

受注者は、工事が契約書第 32 条第 2 項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検査を

受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工事の完成とみなして前 5項の規定を適用

する。(契約書第 32条第 6項) 

8.6 修補完了届((請)様式第 12) 

受注者は、工事が契約書第 31 条第 2 項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の検査を

受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工事の完成とみなして前 5項の規定を適用

する。(契約書第 31条第 6項) 

 修正 

9.首都高での情報共有システム(ASP) 9.首都高での情報共有システム(ASP)   

9.1 準拠する要領等 

当社での情報共有システム(ASP)の実施にあたっては、下記のガイドラインに準拠する。 

 

・土木工事の情報共有システム活用ガイドライン 

(国土交通省大臣官房技術調査課)令和 3年 3月 

 

システムには、国土交通省の定める「工事施工中における受発注者間の情報共有システム機能要件（R

ev.5.4）」以降(以降「機能要件」とする)の要件を満足するシステムを使用する。受注者および監督職員

が使用するシステムのサービス提供者(以下プロバイダという)との契約は受注者が行う。また、使用す

るシステムの選定、利用開始日、必要なユーザーID 数、ディスク容量等の使用やワークフロー機能の対

象者等については監督職員と協議の上、決定する。 

ただし、当社独自の書類や、電子納品項目等、当社独自に定めた事項については、次項に定める通り

とする。 

9.1 準拠する要領等 

当社での情報共有システム(ASP)の実施にあたっては、下記のガイドラインに準拠する。 

 

・土木工事の情報共有システム活用ガイドライン 

(国土交通省大臣官房技術調査課)平成 26年 7月 

 

システムには、国土交通省の定める「工事施工中における受発注者間の情報共有システム機能要件（R

ev.4.0）」以降(以降「機能要件」とする)の要件を満足するシステムを使用する。受注者および監督職員

が使用するシステムのサービス提供者(以下プロバイダという)との契約は受注者が行う。また、使用す

るシステムの選定、利用開始日、必要なユーザーID 数、ディスク容量等の使用やワークフロー機能の対

象者等については監督職員と協議の上、決定する。 

ただし、当社独自の書類や、電子納品項目等、当社独自に定めた事項については、次項に定める通りと

する。 

・参照元の更新 

・Revision の更

新 
 

追加 

9.2 対象とする機能 

対象とする機能は以下の通りとする。 

表 9.2-1 情報共有システム(ASP)の対象とする機能 

名称 国交省での名称 機能の概要 運用 

  
1:工事基本情報管理
機能 

工事基本情報をデータベース化し、帳票作成等で利用す
る機能 

○ 

掲示板 2:掲示板機能 
工事に関する質問・回答など、その内容を関係者で共有
し情報伝達を効率化するための機能 

任意 

スケジュール
管理 

3:スケジュール管理
機能 

発注者のスケジュール情報を共有し、立会確認などのス
ケジュール調整を効率化する機能 

任意 

打合せ簿等の 
作成・決裁・
保管  

4:発議書類作成機能 
帳票の情報を項目単位でデータベース化し、二重入力を

排除する機能 
○ 

5:ワークフロー機能 
インターネット上で書類の提出、承諾行為を可能とする

ための機能 
○ 

9.2 対象とする機能 

対象とする機能は以下の通りとする。 

表 9.2-1 情報共有システム(ASP)の対象とする機能 

名称 国交省での名称 機能の概要 運用 

  
1:工事基本情報管理
機能 

工事基本情報をデータベース化し、帳票作成等で利用す
る機能 

○ 

掲示板 2:掲示板機能 
工事に関する質問・回答など、その内容を関係者で共有
し情報伝達を効率化するための機能 

任意 

スケジュール
管理 

3:スケジュール管理
機能 

発注者のスケジュール情報を共有し、立会確認などのス
ケジュール調整を効率化する機能 

任意 

打合せ簿等の 
作成・決裁・
保管  

4:発議書類作成機能 
帳票の情報を項目単位でデータベース化し、二重入力を
排除する機能 

○ 

5:ワークフロー機能 インターネット上で書類の提出、承諾行為を可能とする ○ 

最新の Rev に合

わせて、任意機能

を追加 
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新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 首都高において電子成果品を指定のサーバーに納品するような制度にはなっていないた

め、この機能は現状不要である。 

※2 BIM/CIM 活用工事等にて 3次元データ等を表示し、情報共有をする場合は受発注者の協議

により必須機能とすることが可能である。 

また、上記以外に、各システムで独自に持っている機能(例:図面等の共有)を活用する場合に

も受発注者間の協議により使用することが可能である。 

6:書類管理機能 
受発注者で情報共有すべき書類を一元的に管理し、書類
の確認や保管を効率化するための機能 

○ 

  
6-1:共有文書管理機
能 

共有する書類(設計図書等）を登録、削除、検索、閲
覧、取得する機能 

任意 

打合せ簿等の
作成・決裁・
保管 

6-2:発議書類管理機

能 

承認後の書類を自動的にフォルダに登録する機能。 

○ 情報の検索・表示を可能とし、電子検査を迅速かつ的確
に実施するための機能。 

6-3:未発議書類管理
機能 

作成中の発議書類を一時保存、修正、削除する機能 ○ 

外部媒体への
出力 

7-1:工事書類出力・
保管支援機能 

登録した書類から検査に必要な書類を、外部媒体に出力
する機能(オフライン電子検査の準備支援) 

○ 
電子納品等要領の仕様で自動作成し、外部媒体に出力す
る機能(電子成果品作成の支援) 

7-2:オンライン電子
納品機能 

電子成果品を所定のサーバーに納品する機能 
任意 
(※1) 

  
8:データ・システム
連携機能 

帳票データファイルを発議単位で登録、取得できる機能 ○ 

 9:遠隔臨場支援機能 遠隔で立会確認ができる機能 任意 

  10:システム管理機能 
ユーザ管理や ID、パスワード管理などシステム管理を行
うための機能 

○ 

 11:書類管理機能 3 次元データ等を表示する機能 ※2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、上記以外に、各システムで独自に持っている機能(例:図面等の共有)を活用する場合に

も受発注者間の協議により使用することが可能である。 

 

 

 

 

 

 

ための機能 

6:書類管理機能 
受発注者で情報共有すべき書類を一元的に管理し、書類

の確認や保管を効率化するための機能 
○ 

  
6-1:共有文書管理機
能 

共有する書類(設計図書等）を登録、削除、検索、閲
覧、取得する機能 

任意 

打合せ簿等の
作成・決裁・
保管 

6-2:発議書類管理機
能 

承認後の書類を自動的にフォルダに登録する機能。 

○ 情報の検索・表示を可能とし、電子検査を迅速かつ的確

に実施するための機能。 

6-3:未発議書類管理
機能 

作成中の発議書類を一時保存、修正、削除する機能 ○ 

外部媒体への
出力 

7:工事書類出力・保
管支援機能 

登録した書類から検査に必要な書類を、外部媒体に出力
する機能(オフライン電子検査の準備支援) 

○ 
電子納品等要領の仕様で自動作成し、外部媒体に出力す
る機能(電子成果品作成の支援) 

  
8:データ・システム
連携機能 

帳票データファイルを発議単位で登録、取得できる機能 ○ 

  9:システム管理機能 
ユーザ管理や ID、パスワード管理などシステム管理を行
うための機能 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.3 対象とする工事書類・工事帳票 

情報共有システム(ASP)の対象とする工事書類・工事帳票は巻末の参考資料-7 に示すとおりとする。

また、単価契約工事については、参考資料-9 に示す通りとする。ただし、これにより難いと判断される

場合には、監督職員と協議の上、対象の可否を決定する。 

9.3 対象とする工事書類・工事帳票 

情報共有システム(ASP)の対象とする工事書類・工事帳票は巻末の参考資料-7 に示すとおりとする。 

単価契約工事に

ついて追記 

追加 

9.5.2 そのほかの工事書類・工事帳票の提出方法 

工事打ち合わせ簿以外の工事書類・工事帳票については、「工事打ち合わせ簿」を鑑として、添付資料

として、工事書類・工事帳票ごとの鑑、その内容を添付すること、なお、添付ファイルの取り扱いは 8.

5.1 と同様とする。また、システムを使用する書類について、その件名の命名方法や添付書類、添付方

法等は巻末の参考資料-8による。また、単価契約工事については、参考資料-10 に示す通りとする。た

だし、これによりがたいと判断される場合には、監督職員と協議の上、対象の可否を決定する。 

 
図 9.5-2 情報共有システム(ASP)への資料等添付方法(施工計画書の例) 

 

9.5.2 そのほかの工事書類・工事帳票の提出方法 

工事打ち合わせ簿以外の工事書類・工事帳票については、「工事打ち合わせ簿」を鑑として、添付資料

として、工事書類・工事帳票ごとの鑑、その内容を添付すること、なお、添付ファイルの取り扱いは 8.

5.1 と同様とする。また、システムを使用する書類について、その件名の命名方法や添付書類、添付方

法等は巻末の参考資料-8による。ただし、これによりがたいと判断される場合には、監督職員と協議の

上、対象の可否を決定する。 

 
図 9.5-2 情報共有システム(ASP)への資料等添付方法(施工計画書の例) 

 

単価契約工事に

ついて追記 

追加 

9.5.3 工事書類・工事帳票の納品方法 

情報共有システムを使用して作成・提出を行った工事書類・工事帳票については電子媒体により当社

に納品(電子納品)し、紙での納品は必要ない。なお、電子納品への格納方法、格納フォルダ等は巻末の

参考資料-8 に示すとおりとする。また、単価契約工事については、参考資料-10 に示す通りとする。た

だし、これによりがたいと判断される場合には、監督職員と協議の上、対象の可否を決定する。 

9.5.3 工事書類・工事帳票の納品方法 

情報共有システムを使用して作成・提出を行った工事書類・工事帳票については電子媒体により当社

に納品(電子納品)し、紙での納品は必要ない。なお、電子納品への格納方法、格納フォルダ等は巻末の

参考資料-8 に示すとおりとする。 

 

単価契約工事に

ついて追記 

 

追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事打ち合わ

せ簿(鑑) 

 

※情報共有シ

ステムで作成 

施工計画書鑑 

(PDF) 

 

※押印不要 

施工計画書の例 

… 
施工計画書 

本体 

(PDF) 

工事打ち合わ

せ簿(鑑) 

 

※情報共有シ

ステムで作成 

施工計画書鑑 

(PDF) 

 

※押印不要 

施工計画書の例 

… 
施工計画書 

本体 

(PDF) 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

9.5.4 その他 

使用する情報共有システム(ASP)によっては、日常管理の効率化や、検査時の効率化を目的に、提出後

の保管場所を任意のフォルダに補完できる機能を有しているものがあり、この場合には、工事帳票を施

工計画書や、施工体制台帳、安全管理等、細かく分けることができるため、書類作成時、書類提出後に

受注者にて整理を行うこと。 

なお、工事帳票以外の書類を情報共有システム(ASP)の機能により、情報共有システム(ASP)に登録す

ることも可能である。 

受理したものに対して、判断を回答しないものは記載不要。 

例：報告書等、受理することでことが足りるもので「受理」に対して、「確認した」、「承諾」に対して、

「承諾した」等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.5.4 その他 

使用する情報共有システム(ASP)によっては、日常管理の効率化や、検査時の効率化を目的に、提出後

の保管場所を任意のフォルダに補完できる機能を有しているものがあり、この場合には、工事帳票を施

工計画書や、施工体制台帳、安全管理等、細かく分けることができるため、書類作成時、書類提出後に

受注者にて整理を行うこと。 

なお、工事帳票以外の書類を情報共有システム(ASP)の機能により、情報共有システム(ASP)に登録す

ることも可能である。 

 

情報共有システ

ム(ASP)処理方法

について追記 

追加 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

参考資料-7 情報共有システムの対象とする工事書類・工事帳票 参考資料-7 情報共有システムの対象とする工事書類・工事帳票   

 

 

 

 

 

 

 

工事関係様式集

の改訂に伴う、

ASP 対象書類の

見直し 

 

参照元の修正 

変更 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

考資料-8 命名方法 参考資料-8 命名方法 

 

 

 

 

工事関係様式集

の改訂に伴う、

ASP 対象書類の

見直し 

 

参照元の修正 

変更 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

参考資料-9 情報共有システム(単価契約工事) 

 

 

 

 

 

 

 単価契約工事に

ついて追加 

追加 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

参考資料-10 命名方法(単価契約工事) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単価契約工事に

ついて追加 

追加 



新：工事書類作成マニュアル（2023 年 1 月） 旧：工事書類作成マニュアル（2019 年 4 月） 改訂理由 改訂内容 

参考資料-11 書類一覧表(例) 参考資料-9 一覧表(例) 

 

 

 

 

 

 

 

コリンズ登録内

容確認書の提出

とりやめに伴う、

資料番号の修正 

 

 

変更 

 


